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はじめに

当社は、電気通信審議会殿に対し「長期増分費用モデル研究会」報告書（以下「報告書」といいます。）が諮問されるに至ったこと、なかでも多くの事業者の意見を反映した、ケースBのモデルが諮問されたことを、高く評価いたします。しかしながら報告書中、ケースB採用の場合において、端末回線に係る基本料の値上げの可能性が示唆されており、当社はケースBについて更なる検討が必要なものと考えます。

従いまして、電気通信審議会殿におかれましては、ケースBのモデルを採用していただきたく、また、御省におかれましては、モデルの更なる改良を検討いただきたくお願い申し上げます。当社といたしましては、各事業者から出された国際標準に準拠した耐用年数その他のモデル改善提案が採用されなかったことにともなう、端末回線に係る余剰コストにつきましては、モデルのさらなる改良を行なうことにより、これを解消することが可能と考えております。

次のとおり当社意見を申し述べさせていただきますので、よろしくお取り計らいの程、お願い申し上げます。

１．基本的な考え方（ケースBの採用について）

報告書案に対する2回の意見招請において、当社をはじめ多くの事業者からトラフィックセンシティブなコストとそうでないコストとの明確化を行うことの重要性が示唆されました。例えば一般に、端末回線に係るコストは回線単位で施設設置負担金や月額基本料により回収され、トラフィックに係るコストは利用者料金及び接続料により回収されています。また、共通費用については、適当なコストドライバにより両者に配賦されています。

このような考え方は、イギリス1、アメリカ2、香港3などにおいて接続料設定の原則とされています。

収入を得るにあたり、このようなコスト構造に基づくことは、経済的に効率的な接続料金構造の原則となります。接続料を構成するコストをトラフィックに係るコストに限定することにより、次のことが期待されます。

- 新たな端末回線ネットワークの効率的な構築

新規事業者は、接続料の水準により、地域網への投資と既存の地域事業者との接続を比較し、効率の良い方を選択することとなります。この場合には、効率的なネットワークが構築されていくこととなります。しかしこのとき、接続料がトラフィックに依存しないコストを含むものであったとすると、新規事業者は、実際には既存の地域事業者との接続がより効率的であるにもかかわらず、自身のネットワークを構築することとなる可能性が生じます。

- 長距離及び国際ネットワークの効率的利用

接続料がコストを反映したものであれば、長距離及び国際のネットワークは効率的に利用されます。逆に、接続料が過剰なコストを反映したものであれば、効率的な利用は減少し、投資も行われることはありません。接続料が長距離又は国際利用のトラフィックに係るコストを超える場合には、これらのサービスの利用は減少し、ひいては利用者利便を損なうこととなるものと考えます。

報告書において、研究会のモデル案に対する多くの事業者の意見を反映して、以下の二つのモデルが示されました。

・ケースA

現行制度を前提として、加入者交換機折り返し呼が遠隔収容装置等を2回使用する場合を考慮して修正を行ったモデル

・ケースB

現行制度を前提としたケースＡに加え、き線点遠隔収容装置コストを端末回線に付け替えたモデル

当社はこの二つのモデルのうち、前節で述べた考え方に基づき、以下の理由により「ケースB」を強く支持いたします。ケースBを採用することは、接続料をトラフィックセンシティブなコストに基づき算定するために有効であると考えます。

- 加入者交換機折り返し呼が遠隔収容装置等を2回使用

モデル案の段階では、加入者交換機折り返し呼に関しても、遠隔収容装置等を1回しか使用しないこととされていましたが、これでは加入者交換機折り返し呼の場合の当該装置の使用コストにつき、二重の費用負担が発生します。これを2回とすることにより、モデルはより現実に即したものとなり、正確なコスト算定に資することとなることから、当社はこれを支持します。

- き線点遠隔収容装置コストを端末回線に帰属

モデル案においては、き線点遠隔収容装置コストは加入者交換機コストの構成要素として整理されていました。しかし、き線点遠隔収容装置コストは本質的にトラフィック量に依存しないコスト要素であり、これを端末回線コストに帰属させることは、コスト算定においてより合理的なものと考えます。

これに対し、ケースAを採用した場合には、相互接続に係る呼の料金に端末回線に係るコストの一部が含まれてしまうため、次に挙げる問題が起こることが考えられます。

・非効率な端末回線網の構築

新規事業者は、高額な接続料支払いを避けるため、独自に端末回線網を構築することとなりますが、これはより非効率な網となります。また、長期的には既存の地域事業者の網に係る規模の利益が減少し、端末回線の料金もより高額なものとなることが考えられます。

・相互接続呼の増加を妨げる

過剰なコストが料金に反映されるため、相互接続呼の利用増加が妨げられることが考えられます。

・恣意的な内部相互補助

長距離及び国際通話から地域事業者の施設設置負担金及び加入者基本料への補助が不透明な形で行われることとなります。

また、このほかに懸念されることとして、NTTによる端末回線コストの「二重取り」が挙げられます。現在、モデルにおいては、施設設置負担金や各種基本料は考慮されておりません。しかし現実には、モデルにおいて算定されている加入者交換費用などについても、これらの料金から回収されている部分が存在します。このため、現状では端末回線コストなど一部のコストについて、利用者及び相互接続を行う事業者に対し、重複して賦課されている可能性が考えられます。

表1はNTTとEU各国との間の接続料及び端末回線料金（加入時一時金と月額基本料）を示したものです。この表より、接続料が最も低廉化するケースBによっても、NTTの接続料がEU各国より高額であることは明らかです。また、加入時の一時金と月額基本料についても、高水準であることが分かります。このことから、NTTは加入者より端末回線の効率的なコストを回収済みであり、また接続料にノントラフィックセンシティブコストをこれ以上加えることに何ら正当性がないことが言えます。NTTは全てのサービスにつき効率的なコストに基づき、コスト要素の原則に則り料金設定を行うべきであり、これは消費者及び新規事業者にとって極めて重要なことと考えます。

２．ケースBに係る更なる検討の必要性

前節において述べたとおり、当社はケースBを支持するところでありますが、コストベースに基づく、より低廉な接続料を実現するためには、ケースBの更なる検討と改良が必要なものと考えます。また、一部でケースBにおいてき線点遠隔収容装置を端末回線に帰属するコストとすることにより、加入者回線の基本料等が値上げとなる可能性が指摘されておりますが、これはケースBの改良により避けられるものと考えます。

ケースBにおいてさらに検討すべき点を以下に挙げます。

（１）耐用年数

モデルにおいて使用する耐用年数については、NTTの実績ばかりでなく、様々なところより信頼できるデータの蓄積を進め、少なくとも一年に一回はデータを更新していくことが必要と考えます。

例えば、現在モデルにおいて採用されている光ファイバーや管路などの耐用年数は国際的な水準との乖離が大きく、短すぎるものと考えます。報告書において、「単純に外国の数値を入力値として用いることは、むしろ我が国においてモデルを利用する際の信頼性を損ないかねない」とされておりますが、御省のこのようなご見解は、逆に我が国電気通信事業規制の在り方に関する国際的な信頼性を損なうことになるのではないかと懸念いたします。実績ある諸外国の事例は尊重するに足るものと考えます。乖離の大きな数値については、諸外国の事例との比較を十分に行い、より適切な耐用年数の算定を行うべきと考えます。特にアメリカとイギリスにおいては、長期増分費用方式が導入されてから数年が経過しており、モデルの前提や各パラメータについての検討が進んでいます。このため、これらの国において妥当とされている耐用年数などのパラメータは、研究会のモデルにおいても有用なものと考えます。我が国あるいは諸外国において信頼し得るデータが蓄積された場合には、御省におかれましては少なくとも一年に一度はモデルで利用されているデータを更新していくべきと考えます。
（２）その他提出済み意見書における意見

当社は8月26日付けで提出した意見書において、モデル案に対し様々な意見を申し述べました（その多くは、同様の意見が他の事業者の意見書にも含まれています。）についても、が、報告書において反映されなかったものが残念ながら多々あります。当社はこれらの意見がモデルをより正確なものとすると考えており、ここで再度、これらの意見について以下に簡単に主張します。

・伝送路等の設置を想定する際、モデルでは全て直角にレイアウトを行っているが、実際にはカーブを描いて設置されているため、その距離を過大に評価することになる。

・モデルは、現在NTT地域が実施しているように、電力会社との間における電柱の共有をある程度見込んでいるが、実際は他の通信事業者や公共事業者等との間で電柱及び管路等を共有するケースはもっと多いと思われます。しかし、電柱及び管路等の共有化比率は低く見込まれているものと思われます。

・加入者回線の効率化のために遠隔多重化装置（”Pair gain device”）を設置することが考えられます。この機器により、数本の加入者線を一本（又は二本）の銅線に多重することが可能となります。また、ネットワークの銅線部分に遠隔多重化装置を使用することにより、加入者回線網における銅線の比率をより高い水準で維持することが可能となります。

・架空や地中に伝送路等を設置する場合のコストは、地形により大きく左右されるため、慎重な検討が必要となります。従って、このコスト算定については、都道府県ごとに検討すべきものと考えます。一般に、非都市部においては単位あたりコストはより低く、伝送路の距離はより長くなるため、全都道府県に同一のコストを適用した場合、コストの過大評価につながることになると考えます。モデルで設定されている値については、実際のNTT地域のコストと突き合わせを行い、検討することが必要と考えます。

・モデルにおいては、「管路費用」が設定されておりますが、一般に管路は高圧電線や上下水道など巨大な空間を要する用途に用いられるものであり、通信にはあまり利用されておりません。このため、当社は「管路費用」を本モデルにおいて採用する必然性に乏しいものと考えます。

・現在インターネットへの接続やファックスの利用等の需要が増加しております。この場合、一本目の加入者線に比べ二本目はより低コストで引くことが可能であり、これにより将来的には加入者線全体の平均コストは低減するものと考えます。

３．NTTトップダウンモデルの問題点

報告書は、電気通信審議会がモデルと現実のネットワークの運用との間の相違を斟酌考慮すべきことを主張しています。しかしながら、このような意見は、長期増分費用方式のそもそもの目的を損なうことになるものと思われことから、当社としては適切ではないと考えます。研究会により指摘されたいくつかの点につき、留意すべき事項は次のとおりです。

・モデルの目的は、効率的な事業者が現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備と技術でネットワークを新たに構築した場合の費用額を算定することですが、この費用額はNTTが費用回収を必要とする、NTTの現実のネットワークコストとなります。これがボトムアップモデルの目的であります。

・現実には、ネットワークの構築には数年を要するが、どの時点におけるネットワークの価値も、最新の技術のコストに基づくこと。このことは評価替え資産に基づくトップダウンモデルより、ボトムアップモデルにより適切になされます。

・モデルは、需要の増加に対応できるように適当なマージンを確保したものとなっています。追加需要に対する設備投資は、需要予測が正確なものであれば、どの時点においても、当該設備投資に対する支払いは全資産に対しわずかな比率しか占めないものとなります。

・研究会のモデルは、透明性が確保されています。我々事業者は全ての算定方法を文書により参照することが可能となっています。このことは、相互接続を行う事業者が支払う接続料について、その算出根拠に関する情報を全て得られることを意味します。

結果として、研究会のモデルは接続料算定のベースとして妥当なものであると言えます。但し、モデルの一部について、さらに検討が必要であると考えます。

- モデルが経営上の秘密として開示されない計算方法に基づいていることにより透明性が欠如している点

- 潜在的に非効率的な既存のネットワークとコスト構造に基づいている点

- NTTにとって、厳密に効率的な調達を行うなど効率的なコストを達成するインセンティブに欠ける点

- 純粋な長期増分費用モデルに基づく接続料を採用すべしとの基本的な考え方に変更を加えている点

４．その他の事項

（１）トラフィック量

今回の貴報告書において、加入者交換機折り返し呼の取扱いが変更された（き線点遠隔収容装置等を2回使用することとされた）ことについては、当社は御省の適切なる判断に敬意を表するものであります。

なお、当社は、ネットワーク容量と単位あたりコストを算定するためのトラフィック量について、非音声トラフィック（インターネットアクセスのためのトラフィックなど）が除かれている可能性がないか確認すべきかと考えます。

（２）非差別の原則

料金、期間、及び相互接続の接続品質等について非差別の原則のもとで、当社は研究会モデルにより算定される接続料は、全ての事業者に対し適用されるべきものと考えます。

また、地域、長距離、国際の発着を問わず、モデルの算定結果は全ての事業者の全ての相互接続サービスに対して適用されるべきものと考えます。

なお、事業者によっては、モデルにより算定された接続料は日本着信呼にのみ適用すべきとの主張を行う可能性があります。しかし、このようなことになった場合には、我が国の利用者が外国の利用者に対して不利となるばかりでなく、地域網への接続料が低廉化しないことによりインターネットや電子商取引の促進発展に支障を生ずることとなると思います。当社は、このような意見は採用されてはならないと考えます。インターネットが広く一般国民にもたらす様々な利益がこのようなことで妨げられ、その振興が阻害されてはならないと考えます。

（３）プライシングについて

接続料は、郵政省による長期増分費用方式の導入後、ケースBの考え方に基づき直ちに設定すべきと考えます。さらに、接続料の改定のために、モデルの見直しを毎年行うべきと考えます。モデルの見直しは次に示す理由により重要なものと考えます。

・インターネットアクセスなどの非音声トラフィックの増加により、ネットワークの単位あたりコストの引き下げが実現されるため。

・コストを減少させる新たな技術を反映させるため。

プライスキャップ制など、どのような料金設定がなされるにせよ、一年以上接続料を固定することは、不適当と考えます。

また、接続料について遡及適用をする場合は、まず概算コストに基づき暫定的な料金を設定し、その後最終的な料金が算定されたときに遡及適用を行うことが、最も公平な方法と考えます。

以 上

表 1  「接続料及び端末回線料金比較」
単位：円


接続料（ケースA）
接続料（ケースB）
個人用端末回線料金
業務用端末回線料金


ZC接続
GC接続
ZC接続
GC接続
加入時

一時金
月額基本料
加入時

一時金
月額基本料

NTT
5.11
4.84
3.69
3.42
72,000
1,450 - 1,750
72,000
2,300 - 2,600

オーストリア


2.70
2.05
13,385
1,255
13,385
1,924

ベルギー


2.88
2.02
6,131
1,435
6,131
1,435

デンマーク


2.15
1.88
14,374
1,382
14,374
1,382

フランス


2.51
1.69
4,336
1,109
4,336
1,289

ドイツ


2.96
2.19
5,798
1,427
5,798
1,427

ギリシャ


3.18
2.23
5,259
806
5,259
806

イタリア


2.90
2.01
11,612
975
11,612
1,533

アイルランド


2.54
1.80
11,682
1,462
11,682
1,462

ルクセンブルク


2.53
2.53
7,134
1,370
7,134
1,370

オランダ


2.28
1.88
4,342
1,502
4,342
1,502

スペイン


3.45
1.79
14,359
974
14,359
974

スウェーデン


1.79
1.30
10,039
1,081
10,039
1,493

イギリス


1.82
0.89
14,660
1,371
17,226
2,215

EU ベンチマーク


1.69 – 2.59
0.90 – 1.80





為替レート

- 1 ユーロ = 112.425 円
   European Commission, Directorate General XIII/A/1, Interconnection tariffs in MemBer States, 1 Sept. 1999

- 1 ポンド = 174 円
   BT Retail Price List  Eurodata Foundation

Notes

- ZC接続は、折り返し呼の二回カウントを前提とする。

- GC接続は、折り返し呼の一回カウントを前提とする。
- ポルトガルは、固定端末間の接続料が存在しないため除外した。
- フィンランドは料金が区域と通信量に依存するため除外した。

（注）

1. イギリスにおける例は次のとおり。

BT’s Accounting Document, 13 NovemBer 1998 (page 31) provides consideraBle descriptive detail on the methodology employed:

The exchange [local switch] performs a dual function of customer access to the network and the handling of different types of calls.  The cost drivers for expenditure are those factors responsiBle for the levels of provision of specific elements of equipment within the exchange.  The main cost drivers are connections [of access lines], traffic and call attempts or a mix of these.

The costs of equipment items whose provision levels are dictated By customer connections are clearly those associated with the function of providing access to the network, and are thus driven By exchange lines.  This proportion of the “primary plant group” costs are therefore apportioned to Access activities.  The costs of equipment provided to satisfy the traffic and call attempts required are clearly driven By the numBer and duration of those call types contriButing to those activities….  

2. アメリカにおける例は次のとおり。

The Code of Federal Regulations, Part 47.  For example, paragraph 51.507(a) states in relation to interconnect elements that:

“Element rates shall Be structured consistently with the manner in which the costs of providing the elements are incurred.”
3. 香港における例は次のとおり。

The Telecommunication Authority of Hong Kong (the regulatory authority) issued a statement on interconnection charging principles which categorically stated (paragraph 16):

“The charge will Be Based on LRAIC [Long Run Average Incremental Cost], reflecting the use of the traffic dependent portion of the terminating carriers network.”
[Statement By Mr Alexander Arena, Telecommunications Authority of Hong Kong, Interconnection and Related Competition Issues, No 7 – June 1995, Carrier-to-Carrier Charging Principles]

- 1 -

